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・
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乗
り
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我が国が直面する各種課題解決に向けた諸外国との共同開発・共同利用の推進

共同開
発・共
同利用
の検討
[内閣府、
文部科学
省、経済
産業省等]

地球観測データの国際標準化・共同利用に向けた施策の検討・推進
[内閣府、外務省、文部科学省、経済産業省、環境省等]

中東地域から我が国の近海に至るシーレーンに位置する国やアジア太平洋諸国を
始めとした諸外国との間で、エネルギー、気候変動対策、災害等の各種課題を解
決に資する人工衛星の共同開発（相乗り含む）及び人工衛星データの共同利用の
推進

防災協働対話・日本防災プラットフォーム等を通じた宇宙利用による防災の推進
[内閣府、国土交通省等]

４．（２）④ ii）国際宇宙協力の強化

（参考） 宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]

立
ち
上
げ

（参考）「宇宙分野における開発途上国に対する能力構築支援の基本方針」に基づく協力推進

新たな官民共同枠組みを通じた協力の推進検討結果の
具体化

官民枠組
の検討 192
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成果目標

【基盤】（安保・民生） 中東地域から我が国の近海に至るシーレーンに位置する国やアジア
太平洋地域において、諸外国との間での協力の可能性を調査し、必要となる施策を講じるこ
とで、我が国が直面するエネルギー、気候変動、災害等の各種課題の解決に貢献するととも
に、これらの国々との関係を強化する。

47 各種課題解決に向けた衛星等の共同開発・相乗り等

平成２８年度末までの達成状況・実績

■人工衛星等の共同開発及び共同利用等の可能性に関する調査を実施し、災害対策、環
境分野等における共同開発・共同利用、及び官民のみならず国際的な基金との連携を踏ま
えた今後の協力の在り方について整理した。

■「宇宙分野の開発途上国の能力構築支援の方針」を取りまとめ、ソフト、ハード両面から各
種課題に向けた宇宙技術を活用した協力の方向性を示した。

■気候変動対策に貢献する気候・気象観測技術の高度化、既存の共同開発衛星・共同利用
事業、二酸化炭素観測データの標準化・共同利用等に関する日米協力等を推進した。

平成２９年度以降の取組

■平成２８年度までの取組・検討を踏まえ、早期にその具体化を図るとともに 「宇宙分野の

開発途上国の能力構築支援の方針」に基づいた国際協力と連携し、アジア地域をはじめとし
た諸外国との共同開発・共同利用の具体的検討を進める。

■関係府省と連携し、政府としてのデータ統合・解析システムの長期・安定的運用の確立と
サービス提供の開始に向けて運用体制の在り方を検討し、データ統合・解析システムを着実
に高度化していく。 193
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４．（２）④ ii）国際宇宙協力の強化

産学官の多様な主体による諸外国との科学技術協力・人材育成協力等の戦略的推進
[内閣府、外務省、文部科学省等]

超小型衛星の基盤技術研究開発や人材育成活動に係る国際協力・諸外国との連
携推進[内閣府、文部科学省等]

国際的な宇宙利用推進、人材育成、科学技術協力等に関する取組への専門家・有
識者派遣 [内閣府、文部科学省等]
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成果目標

【基盤】 （安保・民生） 宇宙産業関連基盤の維持・強化及び価値を実現する科学技術基

盤の維持・強化に向けて取組を深化させ、適切な取組については、個別の工程表に反映
させていく。

48 産学官の参加による国際協力の推進

平成２７年度末までの達成状況・実績

■ ＮＩＣＴにおいて、仏・独・欧州・カナダの宇宙機関との間で小型衛星を用いた国際共同

実験を開始し、光通信実験に成功した。年度内に、我が国のリーダーシップの下に他の
機関とも実験機会を持ち、更なる伝搬データ等の取得を実施する見込み。

■発展途上国等の宇宙関連技術向上への貢献等を目的とした、日本の国際宇宙ステー
ション（ＩＳＳ）実験棟「きぼう」からの超小型衛星放出の利用機会の提供について、国連宇
宙部とＪＡＸＡとの間で連携協力取決めを結んだ。

平成２８年度以降の取組

■ＮＩＣＴにおける小型衛星を用いた光通信実験について、平成３０年にドイツ航空宇宙セ
ンター（ＤＬＲ）、マックスプランク研究所などと各国の協力によりフライトモデルのインテグ
レーションに着手し、平成３４年に欧州宇宙機関（ＥＳＡ）により打上げを行う予定。

■ＩＳＳ「きぼう」を活用した産学官国際協力を推進する。
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４．（２）④ ii）国際宇宙協力の強化

産学官の多様な主体による諸外国との科学技術協力・人材育成協力等の戦略的推進
[内閣府、外務省、文部科学省等]

超小型衛星の基盤技術研究開発や人材育成活動に係る国際協力・諸外国との連
携推進[内閣府、文部科学省等]

国際的な宇宙利用推進、人材育成、科学技術協力等に関する取組への専門家・有
識者派遣 [内閣府、文部科学省等]

（参考） 宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]

（参考）「宇宙分野における開発途上国に対する能力構築支援の基本方針」に基づく協力推進

新たな官民共同枠組みを通じた協力の推進検討結果の
具体化

官民枠組
の検討
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成果目標

【基盤】 （安保・民生） 宇宙産業関連基盤の維持・強化及び価値を実現する科学技術基

盤の維持・強化に向けて取組を深化させ、適切な取組については、個別の工程表に反映
させていく。

48 産学官の参加による国際協力の推進

平成２８年度末までの達成状況・実績

■国連宇宙部とＪＡＸＡとの間での連携協力取決めに基づき、国際宇宙ステーション（ＩＳ
Ｓ）の日本実験棟「きぼう」からの超小型衛星放出機会提供に関する公募を実施した。

■宇宙システム海外展開タスクフォースと連携し、ＵＡＥとの間で産学官協力に関する各
種取決めを交わし、人材育成協力を実施した。また、更なる協力の他国への横展開を推
進した。

■Ｇ空間社会の推進とも連携し、産学官の協議体制を構築し、具体的な国際協力案件へ
の対応を推進した。タイにおいても産学官連携による実証試験を展開した。

平成２９年度以降の取組

■ 宇宙システム海外展開タスクフォースと連携し、さらに「宇宙分野における開発途上国

に対する能力構築支援の基本方針」に基づき、人材育成や地球規模課題対応等の具体
的な国際協力を推進する。また、宇宙産業ビジョン等を踏まえ、産学官連携による具体的
な事業推進を図る。
■ＩＳＳ「きぼう」を活用した産学官国際協力を推進する。

197
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アジア太平洋地域協力

アジア・太平洋地域宇宙機関会議の機能強化
政治レベル会合・政府間協力の検討、テーマ別ワーキンググループの推進等
[外務省、文部科学省等]

準天頂衛星アジア太平洋ラウンドテーブルの実施
[内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省等]

日ＡＳＥＡＮ協力の推進
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、防衛省等]

宇宙技術を活用したＡＳＥＡＮ地域防災能力の強化に向けた工程表の策定支援及び
フォローアップ、協力の推進［内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省等]

アジア太平洋地域における電子基準点網の構築支援［内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省等]

４．（２）④ ii）国際宇宙協力の強化

ＡＳＥＡＮにおける宇宙分野及び防災分野における既存の取組を踏まえた宇宙協力の推進
［内閣府、総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省等]

平成27年度改訂版
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成果目標

【基盤】 （安保・民生） アジア太平洋地域における宇宙協力の枠組を一層強化するとともに、
ＡＳＥＡＮ地域の発展に貢献し、日ＡＳＥＡＮ関係の強化を図る。

49 アジア太平洋地域における宇宙協力の推進

平成２７年度末までの達成状況・実績

■１２月にインドネシア（バリ）で第２２回ＡＰＲＳＡＦ会合を開催し、センチネルアジアの活動
強化や、ホスト国閣僚出席の働きかけ等を通じ、アジア太平洋地域における宇宙協力の枠
組の一層の強化を図る。

■ＥＲＩＡによるＡＳＥＡＮにおける宇宙技術を活用した防災能力強化研究に協力し、同研究
成果をＡＣＤＭ（ＡＳＥＡＮ防災委員会）に報告した。ＡＣＤＭおよびＡＳＥＡＮ科学技術会合等
において、これらの報告を踏まえた日ＡＳＥＡＮ協力強化にむけた協議を平成２７年度中に
実施する。

平成２８年度以降の取組

■平成２８年度に、フィリピンで第２３回ＡＰＲＳＡＦ会合を開催する。

■ＥＲＩＡやＡＤＢとの連携によるＡＳＥＡＮとの宇宙を活用した防災や経済分野協力を引き続
き推進する。

■気候変動問題に対応する活動の強化等を通じ、ＡＰＲＳＡＦの機能強化を図るとともに、日
ＡＳＥＡＮ関係の強化に貢献する。
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アジア太平洋地域協力

アジア・太平洋地域宇宙機関会議の機能強化
政治レベル会合・政府間協力の検討、テーマ別ワーキンググループの推進等
[外務省、文部科学省等]

準天頂衛星アジア太平洋ラウンドテーブルの実施
[内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省等]

日ＡＳＥＡＮ協力の推進
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省、防衛省等]

宇宙技術を活用したＡＳＥＡＮ地域防災能力の強化に向けた工程表の策定支援及び
フォローアップ、協力の推進［内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省等]

アジア太平洋地域における電子基準点網の構築支援［内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省等]

４．（２）④ ii）国際宇宙協力の強化

ＡＳＥＡＮにおける宇宙分野及び防災分野における既存の取組を踏まえた宇宙協力の推進
［内閣府、総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省等]

（参考） 宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省等]

立
ち
上
げ

（参考）「宇宙分野における開発途上国に対する能力構築支援の基本方針」に基づく協力推進

新たな官民共同枠組みを通じた協力の推進検討結果の
具体化

官民枠組
の検討 200
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成果目標

【基盤】 （安保・民生） アジア太平洋地域における宇宙協力の枠組を一層強化するとともに、
ＡＳＥＡＮ地域の発展に貢献し、日ＡＳＥＡＮ関係の強化を図る。

49 アジア太平洋地域における宇宙協力の推進

平成２８年度末までの達成状況・実績

■平成２８年１１月にフィリピン（マニラ）で開催された第２３回ＡＰＲＳＡＦ会合において、アジア太平洋地
域における宇宙協力の枠組の一層の強化を図った。また、同時に多国間ＧＮＳＳアジア会合（ＭＧＡ）の
機会を活用した多国間・二国間の政府間協議を開催し、宇宙協力を推進した。

■平成２８年１１月に東アジア・ＡＳＥＡＮ経済研究センター（ＥＲＩＡ）と連携し、ＡＳＥＡＮにおける宇宙技
術を活用した防災能力強化研究の一環として、ＡＳＥＡＮ地域における宇宙システム・データの共同利
用・共同開発の推進に向けた協議を開催、日ＡＳＥＡＮの連結性強化に向けた事業の在り方を確認した。

■今後のＡＳＥＡＮ協力のパイロットプロジェクト推進に向け、インドネシアにおいて宇宙技術を活用した
海洋資源環境協力の検討グループを設置し、検討を実施した。また、タイにおける電子基準点網・衛星
測位協力の実証試験を行うとともに、ＷＧを開催した。

平成２９年度以降の取組

■引き続き、ＡＰＲＳＡＦ、ＥＲＩＡ等との連携によるアジア太平洋地域における具体的な宇宙協力の推進
をはかる。

■上記のタイ、インドネシアをはじめとしたＡＳＥＡＮ協力のパイロットプロジェクトを着実に推進するとと
もに、ＥＲＩＡやアジア開発銀行（ＡＤＢ）との連携により、横展開を図り、宇宙を活用した日ＡＳＥＡＮの連
結性強化、国土強靱化推進、経済分野協力を引き続き推進する。
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平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

50

宇
宙
シ
ス
テ
ム
海
外
展
開
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

４．（２）④ iii）「宇宙システム海外展開タスクフォース（仮称）」の立ち上げ

宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
◎官民一体となって海外商業宇宙市場の開拓に取り組む
◎作業部会の活動を通じた案件形成に取り組む
◎経協インフラ戦略会議との連携

[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、
防衛省等]

（参考）必要な施策の実施
[内閣府、外務省、文部科学省等]

（参考）
情報共有
体制の構
築

（参考）スペースニューエコノミー創造ネットワーク（Ｓ－ＮＥＴ） による新事業・新サービス創出の推進
[内閣官房、内閣府、総務省、経済産業省、文部科学省等]

準備・立ち上げ

立
ち
上
げ
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成果目標

【基盤】 宇宙分野における政府及び民間関係者で構成する「宇宙システム海外展開タス
クフォース（仮称）」を平成27年度前半に立ち上げ、我が国の強み、相手国のニーズ・国

情、総合的パッケージなどの観点から戦略的に具体的な海外展開方策を検討し、官民一
体となった商業宇宙市場の開拓に取り組む。

50 宇宙システム海外展開タスクフォース

平成２７年度末までの達成状況・実績

■「宇宙システム海外展開タスクフォース」について、上級会合及び推進会合を開催し、
課題別・地域別の作業部会を設置して具体的検討に着手した。

■年度内に第２回上級会合を開催し、我が国の強み、相手国のニーズ・国情、総合的
パッケージなどの観点から戦略的に具体的な海外展開方策を検討する。併せて、関係機
関に蓄積された経験・知見を集約し、政府全体で共有する仕組について検討する。

平成２８年度以降の取組

■作業部会の活動を主体として官民一体となった商業宇宙市場の開拓に取り組む。

平成27年度改訂版
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

50

宇
宙
シ
ス
テ
ム
海
外
展
開
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

４．（２）④ iii）「宇宙システム海外展開タスクフォース（仮称）」の立ち上げ

宇宙システム海外展開タスクフォースの運営
◎官民一体となって海外商業宇宙市場の開拓に取り組む
◎作業部会の活動を通じた案件形成に取り組む
◎経協インフラ戦略会議との連携

[内閣官房、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、
防衛省等]

（参考）必要な施策の実施
[内閣府、外務省、文部科学省等]

（参考）
情報共有
体制の構
築

（参考）スペースニューエコノミー創造ネットワーク（Ｓ－ＮＥＴ） による新事業・新サービス創出の推進
[内閣官房、内閣府、総務省、経済産業省、文部科学省等]準備・立ち上げ

立
ち
上
げ

（参考）宇宙産業ビジョン
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省等]

中間
整理

取りまとめ 施策の具体化、個別施策への反映、実施

（参考）「宇宙分野における開発途上国に対する能力構築支援の基本方針」に基づく協力推進

新たな官民共同枠組みを通じた協力の推進検討結果の
具体化

官民枠組
の検討
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成果目標
【基盤】 宇宙分野における政府及び民間関係者で構成する「宇宙システム海外展開タスクフォース
（仮称）」を平成２７年度前半に立ち上げ、我が国の強み、相手国のニーズ・国情、総合的パッケージ
などの観点から戦略的に具体的な海外展開方策を検討し、官民一体となった商業宇宙市場の開拓
に取り組む。

50 宇宙システム海外展開タスクフォース

平成２８年度末までの達成状況・実績
■「宇宙システム海外展開タスクフォース」において、上級会合２回及び推進会合３回を開催し、
課題別・地域別の１２の作業部会における取組を実施した。ＵＡＥ、トルコ、タイ、ブラジル、マ
レーシア、カタール、ＡＳＥＡＮと協議を開催、協力に係る協議等を行った。 その結果として、ト
ルコ、ＵＡＥ，インドネシアやタイ等との戦略的案件の形成を進展させた。

■これまでの取組を通じ、宇宙政策委員会が平成２８年６月に取りまとめた「宇宙システム海
外展開タスクフォースの今後の展開について」を受け、多様な資金を活用した新たな官民共同
枠組みの在り方について具体的な検討を進める。また、「宇宙分野の開発途上国に対する能
力構築支援の方針」を取りまとめ、国際協力と連携した官民一体となった海外展開の方向性を
示す。

平成２９年度以降の取組
■ 「宇宙分野における開発途上国に対する能力構築支援の基本方針」を踏まえ、国際協力と

連携して海外展開を推進する。また、官民の新たな体制の枠組み等の新たな取組の検討を踏
まえ、早期にその具体化を図る。さらに、今後取りまとめられる宇宙産業ビジョンの内容も踏ま
え、官民一体となった商業宇宙市場の開拓に取り組む。
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

51

宇
宙
安
全
保
障
の
確
保
に
向
け
た
そ
の
他
の
取
組

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

安全保障に係る衛星リモートセンシングデータの利活用等
[内閣官房、外務省、防衛省等]

平成27年度改訂版
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成果目標

【安保】宇宙空間の安定的利用の確保、宇宙を活用した我が国の安全保障能力の強化、
及び宇宙協力を通じた日米同盟等の強化に向けて取組を深化させ、適切な取組につい
ては、個別の工程表に反映させていく。

51 宇宙安全保障の確保に向けたその他の取組

平成２７年度末までの達成状況・実績

■衛星画像情報に関する政府間端末の運用、衛星画像判読分析支援、商用画像衛星・
気象衛星情報の利用などの取組を実施する。

平成２８年度以降の取組

■衛星画像情報に関する政府間端末の運用、衛星画像判読分析支援、商用画像衛星・
気象衛星情報の利用などの取組を継続する。

平成27年度改訂版
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

51

宇
宙
安
全
保
障
の
確
保
に
向
け
た
そ
の
他
の
取
組

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

安全保障に係る衛星リモートセンシングデータの利活用等
[内閣官房、外務省、防衛省等]

平成28年度改訂案
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成果目標

【安保】宇宙空間の安定的利用の確保、宇宙を活用した我が国の安全保障能力の強化、
及び宇宙協力を通じた日米同盟等の強化に向けて取組を深化させ、適切な取組につい
ては、個別の工程表に反映させていく。

51 宇宙安全保障の確保に向けたその他の取組

平成２８年度末までの達成状況・実績

■衛星画像情報に関する政府間端末の運用、衛星画像判読分析支援、商用画像衛星・
気象衛星情報の利用などの取組を実施する。

平成２９年度以降の取組

■衛星画像情報に関する政府間端末の運用、衛星画像判読分析支援、商用画像衛星・
気象衛星情報の利用などの取組を継続する。

平成28年度改訂案
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

52

民
生
分
野
に
お
け
る
宇
宙
利
用
の
推
進
に
向
け
た
そ
の
他
の
取
組

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

民生分野に係る衛星通信・衛星放送の利活用等
[内閣府、警察庁、総務省、文部科学省等]

民生分野に係る衛星リモートセンシングデータの利活用等
[内閣府、警察庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省等]

平成27年度改訂版
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成果目標

【民生】 宇宙を活用した地球規模課題の解決と安全・安心で豊かな社会の実現及び関連す
る新産業の創出に向けて取組を深化させ、適切な取組については、個別の工程表に反映さ
せていく。

52 民生分野における宇宙利用の推進に向けたその他の取組

平成２７年度末までの達成状況・実績

■我が国が保有する通信衛星、リモートセンシング衛星等の各種の宇宙システムを活用した
ブロードバンド通信の実現や、赤潮発生等の海洋環境状況の把握等の取組を実施した。

平成２８年度以降の取組

■引き続き、我が国が保有する通信衛星やリモートセンシング衛星等を活用し、地球規模課
題の解決や、安全・安心で豊かな社会の実現を目指す。

平成27年度改訂版
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

52

民
生
分
野
に
お
け
る
宇
宙
利
用
の
推
進
に
向
け
た
そ
の
他
の
取
組

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

民生分野に係る衛星通信・衛星放送の利活用等
[内閣府、警察庁、総務省、文部科学省等]

民生分野に係る衛星リモートセンシングデータの利活用等
[内閣府、警察庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省等]

変更なし平成28年度改訂案
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成果目標

【民生】 宇宙を活用した地球規模課題の解決と安全・安心で豊かな社会の実現及び関連す
る新産業の創出に向けて取組を深化させ、適切な取組については、個別の工程表に反映さ
せていく。

52 民生分野における宇宙利用の推進に向けたその他の取組

平成２８年度末までの達成状況・実績

■我が国が保有する通信衛星、リモートセンシング衛星等の各種の宇宙システムを活用した
ブロードバンド通信の実現や、赤潮発生等の海洋環境状況の把握、地震・火山活動の把握、
地図情報の整備等の取組を実施した。

平成２９年度以降の取組

■引き続き、我が国が保有する通信衛星やリモートセンシング衛星等を活用し、地球規模課
題の解決や、安全・安心で豊かな社会の実現を目指す。

修正案平成28年度改訂案
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

53

宇
宙
産
業
及
び
科
学
技
術
の
基
盤
の
維
持
・
強
化
に
向
け
た
そ
の
他
の
取
組

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

宇宙産業・科学技術基盤の維持・強化に向けた取組
[文部科学省、経済産業省]

平成27年度改訂版
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成果目標

【基盤】 宇宙産業関連基盤の維持・強化及び価値を実現する科学技術基盤の維持・強
化に向けて取組を深化させ、適切な取組については、個別の工程表に反映させていく。

53 宇宙産業及び科学技術の基盤の維持・強化に向けた

その他の取組

平成２７年度末までの達成状況・実績

■宇宙産業・科学技術の基盤に資する基盤施設設備の整備・運営、情報システム関連プ
ロジェクト支援、信頼性向上プログラム等の取組を実施した。

平成２８年度以降の取組

■引き続き、基盤施設設備の整備・運営、情報システム関連プロジェクト支援、信頼性向
上プログラム等に取り組み、宇宙産業関連基盤及び価値を実現する科学技術基盤の維
持・強化を目指す。

平成27年度改訂版
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

53

宇
宙
産
業
及
び
科
学
技
術
の
基
盤
の
維
持
・
強
化
に
向
け
た

そ
の
他
の
取
組
（
１
／
３
）

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

宇宙産業・科学技術基盤の維持・強化に向けた取組①
[文部科学省、経済産業省等]

スペースデブリ対策

（参考）ＳＳＡ関連施設及び防衛省やＪＡＸＡを始めとした
関係政府機関等が一体となった運用体制の構築
[内閣府、外務省、文部科学省、防衛省等]

システム整備システム設計

（参考）宇宙状況把握に関する検討・取組

研究開発 [文部科学省等]
スペースデブリの除去・低減、観測及びモデル化に関する研究開発

国際的なルールやガイドライン作りの取組 [外務省等]
COPUOSや二国間・多国間でのスペースデブリ対策への貢献

国際標準への対応
ISOが行うデブリ対策の国際標準規格の改訂等への対応

［内閣府、文部科学省、外務省等］

国際的なルールやガイドライン作り、国際標準への対応、国内技術基準の検討、及び研究
開発に関して、官民で連携して取り組む。

＜国内外の研究開発の動向を把握し、必要に応じて上記の取組に反映する。＞

別途
改訂

「宇宙活動の長期的持
続可能性」ガイドライン
の一部合意[外務省等]

国内基準の運用 [内閣府]
基準審査
申請受付
開始
[内閣府]

宇宙活動法案に
おける国内技術
基準の整備
[内閣府]

宇宙活動法案にお
ける国内技術基準
の検討[内閣府]

見直し
施行の状況について
検討を加える

施行申請
受付
開始

（参考）
宇宙活動法案の検討
[内閣府、外務省、
文部科学省、経済産業省]

法律成立

基準
整備

国会提出
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降

53

宇
宙
産
業
及
び
科
学
技
術
の
基
盤
の
維
持
・
強
化
に
向
け
た

そ
の
他
の
取
組
（
２
／
３
）

（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

宇宙産業・科学技術基盤の維持・強化に向けた取組②
[内閣府、文部科学省、経済産業省等]

小型・超小型衛星の産業基盤構築に向けた取組
[内閣府、文部科学省、経済産業省等]

ロケット打上げに関する制度整備などの環境整備 [内閣府等]

小型・超小型衛星による宇宙利活用の推進と
打上げ機会の創出や研究開発等の推進 [経済産業省、文部科学省、内閣府等]

研究開発の推進 （ImPACT・SIP等）

宇宙活動法案に
おける国内技術基
準の検討[内閣府]

宇宙活動法案に
おける国内技術基
準の整備[内閣府]

基準審査申請
受付開始
[内閣府]

国内基準の運用 [内閣府]

ガイドラインの検討・策定[内閣府]

成果活用・展開等

宇宙機器の競争力強化に向けた取組[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省等]

（参考）H-ⅡA/Bロケットの相乗り機会の提供
[文部科学省]

（参考）革新的衛星技術実証プログラム
[文部科学省]

小型実証衛星の開発
実証ミッションの
選定

イプシロンロケット
による実証衛星打上げ

小型実証衛星の開発実証ミッションの選定
イプシロンロケット

による実証衛星打上げ イプシロンロケット
による実証衛星打上げ小型実証衛星の開発実証ミッションの選定

小型実証衛星の開発実証ミッションの選定

（参考）国際宇宙ステーション（ISS）の利用機会の提供
[文部科学省]

継続的な利用機会の提供
[文部科学省]

市場ニーズを踏まえ、国際競争力を有する機器開発等に関する検討
（品質、コスト、納期（QCD ）等への対応強化）

必要な措置
の実施

イプシロンロケット
による実証衛星打上げ
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年度
平成

27年度
(2015年度)

平成
28年度
(2016年度)

平成
29年度
(2017年度)

平成
30年度

(2018年度）

平成
31年度
(2019年度)

平成
32年度
(2020年度)

平成
33年度
(2021年度)

平成
34年度
(2022年度)

平成
35年度
(2023年度)

平成
36年度

(2024年度）

平成
37年度
以降
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（その他）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組

（参考）宇宙産業ビジョン
[内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省等]

中間
整理

取りまとめ 施策の具体化、個別施策への反映、実施

見直し
施行の状況について
検討を加える

施行申請
受付
開始

（参考）
宇宙活動法案の検討
[内閣府、外務省、
文部科学省、経済産業省]

法律成立

基準
整備

国会提出
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成果目標

【基盤】 宇宙産業関連基盤の維持・強化及び価値を実現する科学技術基盤の維持・強化に向けて
取組を深化させ、適切な取組については、個別の工程表に反映させるとともに、共通の目的と方向
性を明確にすることによって、官民での連携した取組を推進する。

• スペースデブリ対策を推進することにより、宇宙空間の安定的な利用を支えるとともに、我が国の
技術基盤の強化を図り、あわせて国際的なルール作りの議論に貢献する。

• 小型・超小型衛星について、ロケット打上げに関する制度整備などの環境整備を行うとともに、研
究開発の推進、打上げ機会の創出等に取り組むことで小型・超小型衛星による宇宙利活用を推
進する。

53 宇宙産業及び科学技術の基盤の維持・強化に向けた

その他の取組

平成２８年度末までの達成状況・実績

■宇宙産業・科学技術の基盤に資する基盤施設設備の整備・運営、情報システム関連プロジェクト
支援、信頼性向上プログラム、スペースデブリ対策や小型・超小型衛星のための国内基準検討や射
場の在り方に関する検討、国際調整及び研究開発等の取組を実施した。

平成２９年度以降の取組

■引き続き、基盤施設設備の整備・運営、情報システム関連プロジェクト支援、信頼性向上プログラ
ム等に取り組み、宇宙産業関連基盤及び価値を実現する科学技術基盤の維持・強化を目指す。
■宇宙活動法の平成30年度の施行の可能性を見据え、国内技術基準の整備やガイドラインの整備
等の対応を行うとともに、国内外の研究開発動向を踏まえて研究開発等の取組を推進する。
■宇宙産業ビジョンを踏まえ、 品質、コスト、納期等の市場ニーズを重視し、国際競争力を強化する
宇宙機器開発等の強化のための検討を行うとともに、その実施を図る。
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